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の度は一国の生活環境の劣悪さを測定する格好のバロメーターともなっている。石井瞳「公共財理論町展開とその現代泊評価Jr濯済評論リ 197埠 2月号o P. A. Samuelson， 
• The Pure Theory of Public Exp叩 dit世田 7羽eRιiewof Economics and Statistics. 
1954，を参照されたい。





















































D 拙稿 I~公共漣済学』の基本的性格J ~経済~ 1973年3月号， で今Lし詳細に叡述したー 御併
読いただければ卒、である。
3) 肥盛和夫編「財政学』有斐閣， 1967年:， 13ベータ.














































































の 貝塚啓明「公共経済学の定義と系譜J ~経済セミナー~ 1972年11月号。
7) 同上@







28 (4仁川〕 第 112巻第 6号
広義の財政論を形造る方向を志向している。村上泰亮氏の次の叙述は，当該迦1
旨を強調した一節と解される。彼は)J説してやまない。 i公共経済学を財政学


























編 r公共経済学』有斐閣， 19司令， 19'(ベジ)。
14) 村上春亮，前掲論文@




















































































































16う 宮崎義一・新野平三郎編『菅理価格』有斐閣， 1972年， 283ベ91ベージ.



























1η 飯田経夫・斎藤精一郎『社会資本の政治経済芋』日本経済新聞社:， 1973年， 18ベータ.


























18) 建元正弘渡部経彦編『現代の経済学[21~ 日本経済新聞社. 197C年. 6へ ジ。



























20) 産業計画懇談会編日産業構造¢改革』大成出版社， 1973年， 6へ ジ。
21) 内田忠夫編，前掲書.224-26ベージ.
36 (40町 第 112巻第6号
goods)に関し℃は私的財に適用される「排除原則J(exclusion principle)が成立




















































22) 塩野宰祐一『福祉経済の理論』日本経済新聞社， 1973年I 119ベージ。
23) 同よみ 122-23ペ ρ. 
24) 向上ム 167ベー ジ.

























25) 貝埋啓明館龍一郎『財政』岩波書庖， 1973守， 39^ -/o 
26) 建元IEis.渡部経産編，前掲書， 29ベジ，
27) 貝塚啓明『財政支出の経済骨折』創文社， 1971午，第I部第1，2.孝，参照。
28) 日本経済新聞社編『子算は誰のものか』日経新書:， 1971年.71ベ-:/0 
「公共経済学」の理論的特質 (411) 39 
てそれ自体が「受益者負担原則」の導入による財政「合理化」の基準の提供を






















































「公共誕筒芋」の理論的持質 (413) 41 
同時に公共財の最適供給が実現されるかの如き幻想、がふりまかれることを，我
々は繰り返し強調1べきであろう。 なお， 投票制度に関連しては「多数決原
理」に基づく少数者の圧殺が必ず問題になるが，飯田経夫氏は手回しょく次の
解答を用意している。 i泣き寝入りを強いられる少数派に刻して，金銭その他
の手段で十分な補償がなされなければならない。そして，結局のところそれは，
多数派が少数派の票を金で買うこ"''''等しい・ 。いうまでもな<，政治の常
識に上れば，文字どおり票を買う行為は犯罪を構成する。しかし同時に，票を
買う行為を通じてはじめて， w政治の論理』のぎこちなさが緩和されうること
も，また明らかである 票を買う行為が十分行なわれるときには，決定の
結果は， w経済の論理』による場合と等しくなり・・云々」叫。「民主主義Jが
「買収」によって補完される一一一「政治のための経済学」が行き着く戦傑すべ
き結論である。
E迫記1 筆者は，本稿によって i公共経済学」による近代経済学財政論体系の再編
成の動向を追跡するための一つの足場を設定した也 この上に立って，こりあと
より具体的な検討を試みる予定ψしているの 「近代経済学の財政論に見る新し
い傾向(2)Jとして，関西大学『商学論集』誌上に発表されることになろう。
31) 飯田経夫・斎藤精部，前掲書.， 70-71へ一三九
